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は じ め に 

 

このガイドラインは都道府県、市区町村が地球温暖化対策地域推進計画を策定する際に、

策定の手順や策定の内容について参照することを目的に作成したものである。地球温暖化

対策地域推進計画は「地球温暖化対策の推進に関する法律」第二十条で規定される以下の

条文に基づき、地方公共団体での策定が法的に求められているものである。 

 

「都道府県及び市町村は、京都議定書目標達成計画を勘案し、その区域の自然的社会的

条件に応じて、温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策を策定し、

及び実施するように努めるものとする。」 

 

このため、環境省では平成 5 年 8 月に「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン」

を初めて作成、公表し、地方公共団体での地球温暖化対策推進に係るマスタープラン策定

を促進してきた。その後の政策上の環境変化や、京都議定書で定める第一約束期間（2008

年から 2012 年）を目前に控え、対策実施に急務性、確実性が求められていることを踏まえ、

「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン（第３版）」として取りまとめたものであ

る。 

 

地球温暖化対策地域推進計画の策定状況については、都道府県、政令指定都市ではほぼ

策定が完了するとともに、計画の見直し、再策定に着手する地方公共団体も出てきている。

一方、市区町村のレベルでは相当程度の地方公共団体が未策定となっており、地域に根ざ

した基礎自治体の立場から、地球温暖化対策を実践するためには一刻も早い策定が望まれ

るところである。本ガイドラインを活用頂き、積極的な取組みに期待するところである。 

 

最後に、本ガイドラインの策定にあたっては有識者、関連団体等からなる検討委員会を

設置し、審議を行った。検討委員会座長、委員をはじめ、本ガイドライン作成のためご協

力頂いた関係各位に謝意を表する。 

 

平成１９年３月 

環境省地球環境局 

地球温暖化対策課 
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 (i) 

ガイドライン利用の手引き 
 

 

 

 環境省では平成 5 年 8 月に「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン」（以降、「ガ

イドライン第１版」とする。）を初めて作成、公表し、地方公共団体での地球温暖化対策推

進に係るマスタープラン策定を促進してきた。さらに、その後の状況変化を考慮し、平成

15 年 6 月にガイドライン第１版を改訂した（以降、「ガイドライン第２版」とする。）。 

 こうしたガイドライン策定の効果もあり、都道府県及び政令指定都市レベルではほぼ策

定が完了するとともに、計画の見直し、再策定に着手する地方公共団体も出てきている。

しかしながら、第２版までのガイドラインでは都道府県や政令指定都市を主たる対象と設

定してきたことから、策定のためのデータ収集や分析などマンパワーが相当程度必要なも

のとなっており、特に中小規模の市区町村にての対応可能性を十分に考慮したものにはな

っていなかった。こうした反省点を踏まえ、今回改訂し公表するガイドライン（以降、「ガ

イドライン第３版」とする。）では以下のようなことを重点的に盛り込んでいる。 

 

 多くの地方公共団体が推進計画を策定していない現状にある中小規模の地方

公共団体においては、現状把握、将来推計などの定量評価の手続きを簡素化

し、対策・施策の立案を重視した計画策定を促す。 

 目前に迫った京都議定書の第一約束期間（2008 年～2012 年）に対応するため、

具体的な対策・施策に基づく、実効性ある計画策定を促す。特に、地域の自

由な発想に基づいた「地域発の地球温暖化対策」が全国各地で始められるこ

とを促す。 

 PDCA サイクル（Plan/Do/Check/Action）を重視し、予算策定、事業実施など

の地方公共団体のスケジュールと整合が図れるようなフォロー体制整備を促

す。 

 

 平成 17 年 4 月に「京都議定書目標達成計画」が閣議決定され、『国、地方公共団体、事

業者及び国民の基本的役割』が明確に位置づけられるとともに、『特に地方公共団体に期待

される事項』として、以下のものが明記された。 

 

(1) 総合的・計画的な施策の実施 

（区域の自然的社会的条件に応じた総合的かつ計画的な施策（地域推進計画）を

策定し、実施すること） 

(2) 都道府県の役割 

（広域的な公的セクターとして、交通流対策や業務ビルや事業者の取組促進とい

（１）改訂のポイント、狙い 



 (ii) 

った広域的かつ規模の大きな対策を推進） 

(3) 市区町村の役割 

（区域の事業者や住民との地域における最も身近な公的セクターとして、地球温

暖化対策地域協議会と協力・協働し、地域の自然的社会的条件を分析し、主とし

て地域住民への教育・普及啓発・民間団体の活動支援など、より地域に密着した、

地域の特性に応じて最も効果的な施策を、都道府県、国と連携して推進） 

 

 このような背景において、ここに示すガイドライン第３版は次のような目的のもと策定、

公表するものである。 

 

 都道府県、政令指定都市では、ほとんどの地方公共団体が既に地域推進計画を策定し

ている現状を考慮し、既策定の計画内容をレビューし、計画見直しを行う際に参照さ

れること。 

 これまでの策定実績が十分ではない市区町村において、市区町村といった基礎地方公

共団体に求められる役割を明確にした上で、必要十分な地域推進計画の構成、内容を

提示し、地域推進計画の策定が推進されること。 

 都道府県、市区町村のいずれにおいても、目前に迫った京都議定書における第一約束

期間（2008 年～2012 年）の温室効果ガス排出削減が確実に実行できるよう、具体的な

対策・施策に裏付けされた計画の策定が行われること。 

 

 このようなことから、例えば人的リソースが限られる中小規模の市区町村においては、

必ずしも温室効果ガス排出量の定量評価を必須としないなど、地域推進計画として具備す

べき内容を明記し、計画策定自体が目的化しないよう配慮した。 

 

 

 

 

 

 次頁以降には、都道府県（政令指定都市含む。）、及び市区町村にて求められる地域推進

計画策定の手順フローを提示した。 

 特に策定段階においては、以下の点に留意が必要である。 

・ 有識者、関連団体（地元企業、経済団体、消費者団体、NPO 等）、住民代表（自

治会等）、都道府県あるいは市区町村担当部局等からなる検討委員会を組織し、

審議することが望ましい。 

・ このとき、施策、対策の実施フェーズを念頭に置き、関連主体が計画策定に深く

関与することが重要である。 

（２）計画策定の手順フロー（都道府県、市区町村） 



 (iii) 

・ 上記の検討委員会での審議を通じ、地域推進計画の案を作成するか、ホームペー

ジ等で公開し、住民等からパブリックコメントを募集し、これを反映する策定プ

ロセスを経ることが望ましい。 



 (iv) 

地域推進計画策定の手順フロー ～都道府県（政令指定都市含む）～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 地域推進計画策定の背景、意義の整理 

（→第１章 P1～16 参照） 

● 地域特性の整理 

   等 

● 温室効果ガス排出量の現況推計（→第２章 P17～40 参照） 

・基準年次（1990 年度、フロン系ガスのみ 1995 年度） 
・最新年次 
  ※1 既に把握している年次も合わせ、中間年次データも可能な限り把握。 
  ※2 推計手法は、a) 自治体独自の手法、b) 「都道府県別エネルギー消費統

計（資源エネルギー庁作成）」のどちらを適用してもよい。 

・温室効果ガス排出量の要因分析（→2.4 節参照） 
  ※ エネルギー起源 CO2を主たる対象とすること。 

● 温室効果ガス排出量の将来推計（→第３章 P41～52 参照） 
   ・2010 年度（必要に応じ、2008～2012 年度） 
   ・現状対策ケース／目標ケース 

● 温室効果ガス排出抑制対策・施策の立案（→第４章 P53～81 参照） 
   ・対策技術の抽出、導入シナリオ想定 
   ・対策技術の導入効果の推計 
   ・実施施策の検討 

● 計画目標の設定（→第５章 P82～87 参照） 
   ・目標タイプの検討（総量目標／原単位目標） 
   ・目標レベルの検討（対象年次、削減量（率）等） 

※原単位目標の場合にも、総量目標は必ず併記のこと。 

● 計画推進体制の立案（→第６章 P88～99 参照） 
   ・庁内推進体制、地域内体制 
   ・PDCA サイクル 等 

・既存の類似計画、上位

計画のレビュー 
・域内の市区町村の地域

推進計画策定状況確

認と役割分担の認識 

相互参照による

目標達成のため

の必要施策検証 



 (v) 

地域推進計画策定の手順フロー ～市区町村～ 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※上記のフローは中小規模の市区町村を想定し、温室効果ガス排出量の将来推計、対策

効果の推計等を省略するケースとした。こうした地方公共団体においても、可能であれ

ば都道府県並みの計画内容とすることも可能である。 

 

● 地域推進計画策定の背景、意義の整理 
（→第１章 P1～16 参照） 

● 地域特性の整理 
   等 

● 温室効果ガス排出量の現況推計（→第２章 P17～40 参照） 

・基準年次（1990 年度、フロン系ガスのみ 1995 年度） 
・最新年次 
  ※1 既に把握している年次も合わせ、中間年次データも可能な限り把握。 
  ※2 算定対象はエネルギー起源 CO2 のみとしてもよい。 
  ※3 算定にあたっては、a)「市区町村別エネルギー消費統計作成のための

ガイドライン（資源エネルギー庁）」、b) 「市区町村別温室効果ガス排

出推計データ（環境自治体会議）」の既存統計資料を採用するか（a → 
b の優先順位で検討）、各市区町村独自の方法を採用。 

● 温室効果ガス排出抑制対策・施策の立案（→第４章 P53～81 参照） 
   ・対策技術の抽出 
   ・実施施策の検討 

● 計画目標の設定（→第５章 P82～87 参照） 
   ・目標タイプの検討（事業量目標など） 
   ・目標レベルの検討（対象年次、実施量 等） 

● 計画推進体制の立案（→第６章 P88～99 参照） 
   ・庁内推進体制、地域内体制 
   ・PDCA サイクル 等 

・既存の類似計画、上位

計画のレビュー 
・属する都道府県の地域

推進計画の参照と市

区町村の役割確認 

相互参照による

目標達成のため

の必要施策検証 

※行わないことも可能。 



 (vi) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム ～ 計画策定プロセスにおける市民、関連主体の参加 ～ 

 

地域推進計画が実効性を持つためには、計画が地域社会に浸透し、市民や企業などの構成員

による取組みに進展していくことが大切です。そのためには、計画の策定段階から市民や企業が参

加できるようなプロセスを取り入れておくことが必要となります。 

長野県では、自主的な研究会として、市民、事業者、市民団体、環境ＮＰＯ、研究者等の幅広い

メンバーから構成される「信州・地球温暖化対策研究会」を地球温暖化防止活動推進センターに設

置し、地域温暖化対策「長野モデル」を策定しました。また、計画素案策定後にも、県内 10 ヶ所で

意見交換会を開催し、計画素案に対して市民や地球温暖化対策専門委員から意見を集めること

で、計画内容をより地域の実状にあった、実効性あるものにしています。 

長崎県では、平成 18 年度に「長崎県ストップ温暖化レインボープラン」を策定しましたが、その中

では県民、事業者、関連団体等で構成する「長崎県地球温暖化対策協議会」の各主体間パートナ

ーシップを旨としながら主体的に取り組むことが宣言されています。この計画の策定にあたっては、

全体会議を７回、作業部会（エネルギー・交通部会、農林・バイオマス部会）を各４回開催するととも

に、地域住民、地域活動団体、事業者団体、市町を対象とした地域ヒアリングを県内 10 地区で実

施しています。 

 


